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２ 雇用維持・人材育成と事業継続のための支援

３ 地域経済と県民生活の再生・復興に向けた支援

【新規】農業経営収入保険加入拡大重点対策事業 <農政企画>【 10,400千円】
【拡充】みやざきの農を支えるひなた資金融通事業 <農業経営>【 20,054千円】[  47,787千円]
【新規】漁業経営持続化緊急支援事業 <水産政策>【306,000千円】

【拡充】頑張ろう、みやざき！養殖経営緊急支援事業<漁村振興>【 64,315千円】[ 86,745千円]
【新規】県産牛肉増産支援事業 <畜産振興>【801,660千円】

総計：41億1,281万円（国費：15億6,907万4千円、一財：25億4,373万6千円）

○セーフティーネット（経営安定対策、資金・融資）

１ 感染症拡大防止策と医療体制の整備

○第２波への備え

【新規】感染症防疫資材共同管理ｼｽﾃﾑ構築事業 <家畜防疫>【197,715千円】

○雇用維持と人材育成のための支援

【新規】みやざきの新規就農加速化事業 <農業経営>【 4,300千円】
【新規】「農」で支える短期就労ﾏｯﾁﾝｸﾞ体制構築事業<農業経営>【 7,420千円】

４ みやざきの成長へつなげる取組

○応援消費「ジモ・ミヤ・ラブ」の輪を広げる取組

○力強い農林水産業づくりとフードビジネスの基盤整備

【拡充】県産農畜水産物応援消費推進事業 <農業連携>【 83,890千円】[ 817,397千円]

○「えらばれる観光みやざき」づくりの推進
【拡充】みやざきの農泊緊急誘致促進事業 <農政企画>【 6,220千円】[ 7,220千円]
【新規】みやざきの新しい農泊ｽﾀｲﾙ普及事業 <農政企画>【 10,000千円】

【新規】農産物の物流革新調査事業 <農業連携>【 11,176千円】
【拡充】みやざきの農産物供給力強靱化緊急対策事業<農産園芸>【 45,000千円】[ 87,000千円]
【新規】農産物生産構造転換緊急支援事業 <農産園芸>【 31,950千円】
【新規】日向灘の漁場フル活用緊急促進事業 <水産政策>【 14,200千円】
【新規】地域養殖連携推進事業 <漁村振興>【 2,500千円】
【新規】酪農への影響緩和応援事業 <畜産振興>【 64,300千円】

【拡充】みやざき農水産就業緊急対策事業 <漁村振興>【 38,180千円】[ 42,434千円]

小計： 197,715千円

【新規】養殖漁場環境保全対策支援事業 <水産政策>【 26,800千円】

小計：1,279,129千円

小計： 638,185千円

○リモート体制等の環境整備
【新規】みやざきｽﾏｰﾄｱｸﾞﾘﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築事業 <農政企画>【 24,300千円】
【新規】試験研究ﾘﾓｰﾄﾜｰｸ推進事業 <農業連携>【344,856千円】
【新規】地域農業支援拠点強化事業 <農業経営>【 99,903千円】

※福祉保健部との連携

【農政水産部】

※総合政策部、商工観光労働部との連携

※商工観光労働部との連携

小計： 100,110千円

４月補正： 4億2,293万4千円（国費： 3億円 、一財： 1億2,293万4千円）

６月補正：14億7,473万7千円（国費：12億3,607万4千円、一財： 2億3,866万3千円）

７月補正：22億1,513万9千円（国費：3,300万円、 一財：21億8,213万9千円）

【 補正額 】[補正後予算額]

【 補正額 】[補正後予算額]

【 補正額 】[補正後予算額]

【 補正額 】[補正後予算額]

【 補正額 】[補正後予算額]

【 補正額 】[補正後予算額]

【 補正額 】[補正後予算額]

新型コロナウイルス感染症にかかる緊急経済対策（7月補正）
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みやざきスマートアグリプラット 課名 農政企画課

フォーム構築事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う新たな生活様式に対応するため、農業・

水産業関連情報を集約したホームページを設置し、わかりやすい情報提供を行うと

ともに、ＳＮＳ等を活用した積極的な情報発信を行う。あわせて、農政水産部出先

機関のリモート拠点化によるオンラインでの会議等に対応した体制を構築し、農業

者・漁業者をはじめとする県民等の意見を集約する環境整備を図る。

２ 事業の概要

２４，３００千円（１）予 算 額

一般財源：２４，３００千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県（４）事業主体

（５）事業内容

① スマートアグリプラットフォーム構築事業 ９，９００千円

農業・水産業関連情報を集約したＨＰと、ＳＮＳ等を活用したプッシュ型情

報発信システムの構築

② オンラインミーティング体制整備事業 １４，４００千円

オンラインによるリモート会議等に対応した通信機器等の導入

３ 事業効果

新たな生活様式が求められる中、必要な情報を適時的確に提供できることに加

え、農業者・漁業者をはじめとする県民の意見を的確に捉まえた施策の展開が可能

となる。
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対 策現状と課題

デジタルシフト

みやざきスマートアグリプラットフォーム構築事業

○複雑で多様なコロナ関連支援策
➢ 国や県など様々な機関からの支援と多

様なスキームの周知が必要。

○新たな生活様式への対応
➣ 対面式や集合形式での説明会やセミ

ナー等の縮小への対応が必要。

○Postコロナを意識した施策展開
➣ オンラインによる施策提案や意見聴取

などのやりとりが必要。

①わかりやすい情報提供
➣ 農業・水産業関連情報を集約し、ワン

ストップで検索が可能なＨＰの構築。
②積極的な情報発信
➣ ＳＮＳ等を活用した農業者・漁業者等

へのプッシュ型情報発信。
③繋がる環境の整備
➣ 農政水産部出先機関のリモート拠点化

によるオンライン会議の環境を整備。

みやざきスマートアグリ
プラットフォーム（HP）

生産者

実需者

団体

県民
施策や技術を提案したい
意見を交換したい

支援策を

知りたい！

コロナ関連支援策を伝えたい

事業や関連情報を伝えたい

コロナ関連情報
等の周知

Withコロナ／今すぐ必要

Postコロナ／今から必要

スマート農業
情報等の発信

①わかりやすい情報提供

ワンストップ検索！

②積極的な情報発信

プッシュ型発信！

思いや意見を

伝えたい！

③繋がる環境の整備

農政水産部出先機関のリモート拠点化

農業に関連する団体や機関を
全てリンク

県庁HP

農業・水産業関連情報を集約！

防疫情報等
の周知

各種補助事業等
の周知

ＳＮＳツールを活用
新規就農者等
の呼び込み

コロナ関連
支援策の周知

農業長期計画等の施策や
普及センター・試験場等の
取組に関する検討や意見交換

リモート会議対応機器を整備
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みやざきの新しい農泊スタイル普及 課名 農政企画課

事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

本来の農泊の魅力と新しい生活様式における旅行形態を両立させた新しい農泊ス

タイルの検討等を行い、その結果を農家民宿へ普及させるとともに、県内外に早急

にＰＲすることで農泊利用者増を図る。

２ 事業の概要

１０，０００千円（１）予 算 額

一般財源：１０，０００千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県（４）事業主体

（５）事業内容

〇 みやざきの新しい農泊スタイル普及事業 １０，０００千円

専門家招聘や検討会の実施を通じて新しい農泊スタイルを検討し、その結果

を県内農家民宿へ普及させるとともに、県内外へのプロモーションを実施

３ 事業効果

新しい農泊スタイルを実践する農家民宿が増加し、それが広く県内外へ発信され

ることで、農泊利用者の増加及び地域の活性化につながる。
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〇本来の農泊の魅力とWithコロナの時代に対応した新しい生活様式での旅行形態を

どのように「両立」 させていくか、すぐに実践できるようなかたちで具体的に検討を行う。

○その検討結果を県内農家民宿に普及させるとともに、県内外に広くＰＲする。

１ 事業の目的

みやざきの新しい農泊スタイル普及事業

２ 事業内容

これまでの農泊スタイル

室内でオーナーと
一緒に食事

様々な場面でオーナー
と触れあい

新しい農泊スタイル（例）

新しいニーズに適応した形態
（ワーケーション等）の提供

感染症対策の徹底

【Step1】新しい農泊スタイルの検討

事業スキーム

・専門家が各地域の農家民宿を
訪問して、宮崎の農泊に適した
新しいスタイルを検討

・現地検討を行った専門家を

講師として、県内実践者等に

よる検討会の実施

【Step2】県内農家民宿への普及

①専門家を招聘しての現地検討 ②専門家・県内実践者等での検討会

・検討結果を受入手引きとして
落とし込み、県内農家民宿に
配布

①受入手引きの作成

・実践者を集めて研修会を
開催し、検討結果を県内の
農家民宿に広く周知

②研修会の開催

【Step3】県内外へのＰＲ

・検討結果を反映させ、
安全・安心等を全面に押し出した
動画・パンフレット等を作成

①動画・パンフレット等の作成

・多くの動画視聴等に
つなげるため、Ｗｅｂ，
ＳＮＳ等各種媒体でＰＲ

②各種プロモーション
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 試験研究リモートワーク 課名 農業連携推進課

推進事業 国庫・県単 畜産振興課

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症対策として、様々な業種において「新しい生活様式」

が求められていることから、農業分野におけるコロナ対応型の就業環境の改善を図

るため、スマート農業技術に着目し、試験場における技術実証を通じて現場への導

入を促進する。

また、試験場への来場者等に配慮した感染防止対策を講じるとともに、ＢＣＰ対

策の観点による、コロナ禍での安定的な試験研究の遂行体制の確立を図る。

２ 事業の概要

３４４，８５６千円（１）予 算 額

一般財源：３４４，８５６千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県（４）事業主体

（５）事業内容

① 無人化・遠隔操作技術の実証 １５９，０００千円

施設園芸における複合環境制御機器や搾乳ロボット等の実証

② 少人数作業対応技術の実証 １１９，８６０千円

ロボットトラクターや追従型ロボット等の実証

③ 「新しい生活様式」に対応した環境整備 ６５，９９６千円

来場者対応のためのコロナ対策整備等

３ 事業効果

コロナ対策として、スマート農業技術を活用した３密対策等を実証・普及するこ

とにより、現場におけるコロナ対応型の働き方改革や生産性向上の取組が加速する。

さらに、試験場では、来場される農業者や一般県民に対するコロナ対策が整備さ

れるとともに、ＢＣＰ体制が構築される。
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試験研究リモートワーク推進事業

現状・課題

〇農畜産業も他業種同様にコロナ対策が必要。

〇雇用型経営や企業的経営が進む中、「新しい
生活様式」に合わせた経営継続がポイント。

〇鍵を握るのが無人化、リモート化、少人数化
を実現するスマート農業技術だが、見たことが
ないし、導入に際して実感できない。

対 策

効 果

試験場

試験場をフィールドとしたスマート化の実証

無人トラクター

搾乳ロボット

ハウス複合環境制御

追従型ロボット

①無人化・遠隔操作技術の実証
施設園芸の複合環境制御機器や
搾乳ロボット等の実証

②少人数作業対応技術の実証
ロボットトラクターや
追従型ロボット等の実証

③「新しい生活様式」に対応した環境整備
スマート技術を学ぶ場、県民に開かれた場として、
消毒や防護、分散会議、空調整備などのコロナ対策を実施

■ 農業者が農畜産業におけるスマート技術を直に見て
触れることにより、生産現場のコロナ対策が加速

■ 農業者のスマート技術研修の場、さらには一般県民へ
開かれた試験場としてのコロナ対策が整備されるとともに、

ＢＣＰ体制が構築
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料
（農政水産部）

新規・改善・既定
農 業 連 携 推 進 課事業名 県産農畜水産物応援消費推進事業 課名

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い影響を受けた本県農畜水産物の消費及び
販売の回復・拡大を図るため、学校給食への食材提供や地域の応援消費活動を支援
するとともに、企業や団体等と連携した販売促進や宮崎にゆかりのある飲食店等で
のフェア、新しい生活様式に対応した販売・ＰＲ等により販売拡大を支援する。

２ 事業の概要

８３，８９０千円（補正後８１７，３９７千円）（１）予 算 額

国庫：３３，０００千円 一般財源：５０，８９０千円（２）財 源
補正後 国庫：６０２，６９７千円 一般財源：２１４，７００千円)(

令和２年度（３）事業期間

各種団体・協議会、宮崎県経済連、市町村、県 等（４）事業主体

（５）事業内容

① 地産地消応援消費対策 ４，２００千円( 674,397千円)補正後
ア 学校給食への支援（国定額、県１／２以内）

和牛肉、地鶏肉、水産物、地域特産物を小中学校等の学校給食へ提供し、
食育を通して農畜水産業への理解を醸成

イ 地域応援活動への支援（県１／２以内）
市町村、団体等による県産農畜水産物を活用した企画提案型の応援消費活

動の支援
ウ 消費拡大企画の実施

県民向け県産農畜水産物応援消費イベントの実施
エ 県内飲食店との連携企画の実施（県定額） 4,200千円

お魚パスポートを活用した応援消費

② 販売拡大対策 ７９，６９０千円( 143,000千円)補正後
ア 宮崎のひなた農畜水産物お届けキャンペーンの実施（国定額、県定額）

69,690千円( 115,500千円)補正後
企業や団体等と連携した販売促進、ネット販売等に係る送料助成等

イ 都市圏等における県産農畜水産物消費拡大フェア等への支援（県定額）
宮崎にゆかりのある販売店や飲食店が実施するフェアへの支援等

ウ 新しい生活様式に対応した販売・ＰＲ戦略の構築（県定額） 10,000千円
量販店等における新たなプロモーションの実施

３ 事業効果

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた本県農畜水産物の消費及び販売の回復
・拡大が図られる。
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県産農畜水産物応援消費推進事業

県民等に対し県産農畜水産物の応援消費、販売拡大の気運を醸成

県他部局との連携 ： 「ジモ・ミヤ・ラブ」のキャッチフレーズを活用した消費喚起・ＰＲ

１ 地産地消応援消費対策（県内対策）

・市町村、団体等による
県産農畜水産物を活用
した企画提案型の応援
消費活動の支援
（６月補正）

地域応援活動
への支援

・本県にゆかりのある企業や団
体等での販売促進
・送料助成等による販売促進
・県産品のプレゼントキャンペー
ンによる購買意欲の醸成
（４月補正・７月補正）

宮崎のひなた農畜水産物
お届けキャンペーンの実施

・新しい生活様式にも
対応した県民向けの
県産農畜水産物応援
消費イベントの実施
（６月補正）

消費拡大企画
の実施

・県産物を取り扱う販売店や飲
食店等によるフェア
・県産物取扱店の新規開拓
（６月補正）

都市圏等における県産農
畜水産物消費拡大フェア

等への支援

２ 販売拡大対策（県外対策）

・和牛肉、地鶏肉、水産
物、地域特産物の提供
・食育を通した農畜水産
業への理解醸成
（４月補正・６月補正）

学校給食への支援

本県農畜水産物の消費及び販売の回復・拡大

・お魚パスポートを活用
した応援消費
（７月補正）

県内飲食店との
連携企画の実施

宮崎牛

マンゴー

水産物

地頭鶏
早期米

・量販店等における新たなプロ
モーションの実施
・店頭でのモニターやデジタル
キャンペーン等による販売促進
（７月補正）

新しい生活様式に対応し
た販売・ＰＲ戦略の構築

※太字：７月補正
スマートフォンで
キャンペーン応募
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

農 業 連 携 推 進 課事業名 農産物の物流革新調査事業 課名

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の影響で、ドライバー不足等の問題が加速化するなど

本県農産物の持続的な物流への不安が高まるとともに、“新たな生活様式”に対応

した輸送体制への変革が求められていることから、このような状況に対応し、持続

可能で効率的な農産物輸送体制を構築するため、各種調査を実施し、課題解決に向

けた検討を行う。

２ 事業の概要

１１，１７６千円（１）予 算 額

一般財源：１１，１７６千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県（４）事業主体

（５）事業内容

① 農産物物流改善調査事業 １０，６７４千円

ＪＡ、農業法人、輸送会社への現状及び将来の意向調査、農業分野で活用で

きる物流ＤＸ事例調査、効率的な共同輸送の実証、新たな地域物流の可能性調

査、研修会等を実施

② 推進事務費 ５０２千円

事業推進に係る事務費

３ 事業効果

コロナと共生しながら、社会・経済構造の変化に適応した持続可能で効率的な農

。産物の物流体制の確立に向けた施策を展開
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効率性、コスト、ドライバーの負担を把握
運用に最適な電子システム等を検証

農業分野に導入できる機器、システムを整理今後のデータ分析、検討材料に活用

農産物の物流革新調査事業

コロナ問題の影響

主な調査内容

▪ドライバー不足等の問題が加速化・変化（トラック会社の約６割 「影響あり」と回答）
▪物流は本県の農業の『大動脈』。 今後のトラック・フェリーの輸送の維持に不安。
▪新たな生活様式への対応（非接触型、オンライン化など物流ＤＸによる変革）

コロナと共生しながら、社会・経済構造の変化に適応した
持続可能で効率的な農産物の物流体制の確立に向けた施策を展開

設備導入や改修の効果やコストを調査

みやざき農の物流ＤＸ推進協議会(仮称)
と連携し、調査結果等を共有・検討

ＪＡ、農業法人、輸送会社を対象に現状、
将来の意向を調査

JA、農業法人、運送会社等による共同輸送 デジタル技術を活用した空き施設の無人利用、
新たなローカル物流網のシミュレーション

ICT、IoT等のデジタル技術や高機能パレット、
鮮度保持の新たな資材等を調査

今後の展開

ＪＡ 畜
産
法
人野菜法人

農業法人、JA等

出荷情報の
オンライン化

電子タグ

DX＝デジタルトランスフォーメーションとは、デジタルテクノロジー
を駆使し、事業のあり方、生活や働き方を変革すること

農のレガシー
（旧集荷場）

リノベーション、無人化 情報送信

① 現状・意向調査 ② 農の物流DX事例調査

③ 相乗り輸送の実証 ④ 新たな地域物流の可能性調査
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

農 業 経 営 支 援 課事業名 地域農業支援拠点強化事業 課名

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新しい生活様式に対応した施設運営及び大規模災害時に必要な機能を確保するた

め、農業科学公園や県立農業大学校農業総合研修センター、農業改良普及センター

の換気装置等を改修する。

２ 事業の概要

９９，９０３千円（１）予 算 額

一般財源：９９．９０３千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県（４）事業主体

（５）事業内容

○ 地域農業支援拠点強化事業 ９９，９０３千円

農業科学公園、農業総合研修センター、農業改良普及センターにおいて、

新型コロナウイルス感染症対策として、新しい生活様式に対応した施設運営

を行うために必要な空調設備や換気装置の改修等の実施

３ 事業効果

新しい生活様式」に対応した施設環境を確保するとともに、大規模災害時の県「

民の避難場所や保健所、警察等の代替施設として必要な機能を確保する。
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地域農業支援拠点強化事業

１ 課題

○ 農業科学公園、農業総合研修センター、農業改良普及センターは多
くの県民が利用する施設であるが、新型コロナウイルス感染症に配慮
した換気機能など新しい生活様式への対応が不十分。

○ 県立農業大学校を含むこれらの施設は、大規模災害時に保健所や警
察等の代替施設や避難所の機能を有しており、新型コロナウイルス感
染症等に対応したこれら機能の確保が必要。

２ 対応

３ 効果

「新しい生活様式」に対応した施設運営

年間約18.6万人が来場

農業科学公園 農業改良普及センター農業総合研修センター

空調設備及び換気装置の改修 等

・「新しい生活様式」に対応した施設環境の確保
・大規模災害時の県民の避難場所や保健所、警察等の代替施設とし
て必要な機能の確保

農業者や小中高校生等が利用 農業者や地域住民等が利用
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

農 業 経 営 支 援 課事業名 みやざきの新規就農加速化事業 課名

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う雇い止め者等について、本県での就農を促

進するため、新しい生活様式に対応した県外在住者等への本県での就農ＰＲや就農

相談体制を強化し、就農体験研修等への参加を支援する。

２ 事業の概要

４，３００千円（１）予 算 額

一般財源：４，３００千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県（４）事業主体

（５）事業内容

○ みやざきの新規就農加速化事業 ４，３００千円

本県での就農を促進するための情報発信、県外在住者等からの就農相談に

対応するためのテレビ会議システムの整備及びお試し就農等の参加支援

３ 事業効果

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇い止め者等を農業分野で受け入れるこ

とにより、県外等から本県への就農が促進され、新規就農者の増加が図られるとと

もに、雇用が確保される。
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みやざきの新規就農加速化事業

１ 課題
○ 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う雇い止め者等が発生する中、就農
希望者への情報発信や相談対応が困難

○ 本県独自の派遣型就農研修「お試し就農」では、移動や住居費は自己
負担のため、県外在住者の参加が困難

２ 対応

○ 雇い止め者等の雇用の確保
○ 県外からの就農者の増加

３ 効果

就農希望者
（失業者などを含む）

○ 県内外での就農相談会等の
中止に対応し、テレビ会議によ
る相談体制を整備

○ 人材広告企業のWebメディア
を活用した広告や、メールマガ
ジン、Facebook広告で本県
での就農をPR

お試し就農
派遣型就農研修

○ 近隣県で就農しがちな都市
部の在住者を、本県に呼び込
むために旅費等の掛かり増し経
費を助成

就農
７月補正

研修参加支援

就農相談

情報発信
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

農 業 経 営 支 援 課事業名 「農」で支える短期就労マッチング 課名

体制構築事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で一時的に収入が減少している人材等を対

象に、各地域の営農品目の作業特性や繁閑期に合わせた短期集中的な就労（Ｗワー

ク）モデルを実証することにより、農業分野において、副業的に短期就労できる新

たな体制を構築する。

２ 事業の概要

７，４２０千円（１）予 算 額

一般財源：７，４２０千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県（４）事業主体

（５）事業内容

○ 収入減少人材等の農業分野での短期就労モデル実証 ７，４２０千円

求職者と農業者のマッチング等を担う組織（協議会）の運営や農業現場での

職業訓練的研修の実施

３ 事業効果

新型コロナウイルス感染症の影響による、収入減少者の収入確保を図るととも

に、新型コロナウイルス感染症の収束後も短期就労の推進等による多様な人材の

確保につながる。
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課 題

事業名 「農」で支える短期就労マッチング体制構築事業

○ 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う雇用環境の悪化（雇い止め、収入減）
○ 慢性的な労働力不足を抱える農業分野が人材の受け皿となる体制の確立等

効 果

対 応
農業分野での短期就労
（Ｗワーク）モデル実証

収入減少者等の
収入の確保

多様な農業人材の確保
異業種連携による
Ｗワーク促進

コロナの影響により収入が減少している人材等と
短期的な労働力不足を抱える農業者をマッチング！

【課題】
・ マッチング組織の育成
・ 農業未経験者への対応

【取組】
・ 求職者と農業者のマッチング等を
担う組織（協議会）の運営

・ 職業訓練的農業研修の実施 Ｗワークモデル実証！

【結果】
・ 農業での副業スタイルの確立
・ 短期的な人材確保

・ コロナの影響を
受けている業界

・ Ｗワークとして
就業希望

・ 週１日程度
からでも

・ 学校がない
休日だけでも

求 職 者求 職 者 マッチング組織（協議会）マッチング組織（協議会）

・ 組織運営

・ 県内各地域との調整、協議

農業関係団体

・ 作業員の募集

・ 農作業の受託

作業受託組織

求職者と農業者をコーディネート

連携

募
集

応
募

・ 定植の時だけでも

・ 収穫の時だけでも

・ 出荷作業だけでも

・ 休日の給餌だけでも

農業生産現場農業生産現場

要
請

労
働
力
提
供
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みやざきの農産物供給力強靱化緊急 課名 農産園芸課

対策事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う需要の停滞等により、単価の急落等の影響

の大きい品目の生産者への支援を行うにあたり、国の高収益作物次期作支援交付金

の対象外となった焼酎原料用かんしょについて支援を拡大し、生産意欲の喚起を図

り、日本一の焼酎産地の維持を図る。

２ 事業の概要

４５，０００千円（補正後８７，０００千円）（１）予 算 額

一般財源：４５，０００千円（補正後８７，０００千円）（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

市町村、営農集団、ＪＡ、県内冷凍野菜加工事業者等（４）事業主体

（５）事業内容

① 耕種農家経営支援事業（県定額） ４５，０００千円 ( 75，000千円）補正後

影響の大きいマンゴー、メロン、コチョウラン及び焼酎原料用かんしょ等

の次期作に向けた省力化品質・収量向上等の取組を支援

② 冷凍野菜等保管対策事業（県１／２以内） （12，000千円）

県内の加工事業者を対象に、滞留する加工業務用野菜（冷凍野菜）の長期

保管料を支援

３ 事業効果

影響の大きい品目への次期作支援及び加工業務用（凍菜事業者）の長期保管料の

支援により、次期作への影響緩和や本県加工・業務用産地の維持が図られる。
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《みやざきの農産物供給力強靱化緊急対策事業》

新型コロナウイルス感染症の拡大により、
花き、果樹、茶、野菜等で影響発生！

支
援
対
策

効
果

生産者の意欲向上による産地の存続・維持

◎ 全国トップクラスのシェアを誇る県内の
凍菜事業者を対象に、滞留する冷凍野菜の
保管料の一部を支援 （補助率1/2以内）

【県単】② 冷凍野菜等保管対策事業

【県単】① 耕種農家経営支援事業

◎日本一の焼酎産地維持のため、

○国が１次補正予算で高収益作物次期作支援交付金を予算措置

７月補正

支援内容：３万円/10a
（省力・品質・収量向上等）

・支援対象：2月～4月に出荷実績のある野菜、果樹、花き、茶

・次期作に向けた取組支援等
5万円/10a（生産コスト削減取組等）＋2万円/10a（新品種・新技術等）
※２次補正予算で拡充：高集約型品目 施設花き等 80万円/10ａ、施設果樹 25万円／10ａ

支
援
の
拡
充

４月補正

◎国の直接採択事業で対象
とならない品目への次期作
支援を実施

【焼酎原料用かんしょへの影響】

○飲食店の休業や営業短縮、都心の経済停滞の影響により需要が大幅減
⇒原料用かんしょの契約数量が減少（約２５％減（１.４万トン））

５月 国の支援対象の明確化（支援対象外：焼酎原料用かんしょ）

「焼酎原料用かんしょ」を
追加
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 農産物生産構造転換緊急支援事業 課名 農産園芸課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う業務需要等の国産回帰の動きなど、マー

ケットニーズの変化に対応した生産方式への構造転換を進めるため、園地の集約等

による省力栽培や施設の低コスト化等の取組を支援し、産地再生を図る。

２ 事業の概要

３１，９５０千円（１）予 算 額

一般財源：３１，９５０千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

市町村、ＪＡ、協議会等（４）事業主体

（５）事業内容

○ 生産構造転換推進事業（県定額、県１／２以内） ３１，９５０千円

果樹生産の省力化への転換、契約取引に向けた茶産地への転換、施設園芸

産地の周年栽培への転換、新たなニーズに対応した露地野菜産地への転換に

向けた取組を支援

３ 事業効果

生産構造転換による野菜、果樹、茶等産地の再生を図る。
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《農産物生産構造転換緊急支援事業》

◆生産構造転換による野菜・果樹・茶等産地の再生

業務需要に対応した省力かつ効率的な生産方式への転換！

取

組

内

容

成
果

労力

機械

フル
活用

農地

防除・収穫等の管理作業３割削
減を実現するための園地づくり

作業効率を高めるための作業道
の設計等

果樹生産の省力化への転換

飲料メーカー仕様に対応した生
産・加工体制への転換

収穫時期や収穫方法の変更など
ドリンク用多収・加工技術の実証

周年栽培に対応した耐候性・低コ
ストハウスの普及

耐候性・低コストハウスの設計
及び実証
→設置コスト３割削減
→栽培実証による耐候性検証

実需者のリクエストに対応した
露地品目の供給力強化

機械・人・農地をフル活用した最
適な組合せをコンサルにより検証

新たなニーズに対応した露地野菜
産地への転換

施設園芸産地の周年栽培への転換

契約取引に向けた茶産地への転換

取
組

基盤整備された園

取
組

新たな耐候性・低コストハウス

取
組

取
組

業務用
加工業者

品目・数量・
品質の協議

産地

○新型コロナウイルス感染症の影響に伴う業務需要等の国産
回帰の動きなどマーケットニーズが変化
○産地は業務需要に対応できる効率的な生産構造への転換が
進んでいない。

未整備園

契約取引

茶産地 飲料ﾒｰｶｰ

県内へ普及

大型茶
工場での
実証

目指す

姿
目指す

姿

目指す

姿
目指す

姿
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 漁業経営持続化緊急支援事業 課名 水産政策課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、漁業者（特に養殖業者）の経営が

悪化しており、雇用をはじめ地域経済にも甚大な影響が生じることが懸念される。

このため、漁業者の経営再建計画策定の支援及び計画を達成するために必要な制

度資金の拡充及び運転資金を創設し、それらに係る利子・保証料等の助成を行うこ

とで経営再建に取り組む漁業者を支援する。

２ 事業の概要

３０６，０００千円（１）予 算 額

一般財源 ３０６，０００千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県（４）事業主体

（５）事業内容

① 漁業経営再建計画策定のための助成 ７，０００千円

② 漁業経営維持安定資金に係る助成 ２９０，０００千円

ア 漁業経営維持安定資金に係る利子補給金・保証料相当額の助成

２７８，０００千円

イ 漁業経営維持安定資金に係る基金協会に対する回収金減少見合分の助成

１２，０００千円

③ ＪＦマリンバンクコロナ対策長期資金に係る利子補給金相当額の助成

９，０００千円

３ 事業効果

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により既往債務の返済が困難となっている

漁業者に対し、経営再建と持続可能な経営体の育成が図られる。また、地域養殖連

携推進事業と併せた取組により、漁業経営（特に養殖業）の構造改革と地域一体と

なった水産業の成長産業化を後押しする。
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１．経営再建計画の策定支援

漁業経営持続化緊急支援事業

漁業経営支援・制度資金審査会
県・県漁連・信漁連・基金協会・漁協等による

定期的な経営指導を通じた経営再建と持続的な漁業経営体の育成

融資後

２．漁業経営維持安定資金
特別枠：１５億円（通常枠：１億円）

３．ＪＦマリンバンクコロナ対策長期資金
融資枠：２億円

② 代位弁済リスク助成

① 利子補給・保証料助成

(長期運転資金)

新型コロナの影響を受けて
魚価低迷・出荷停滞→収入減少・経費増大

代位弁済後に見込まれる求償権の回収金減少見合い分に対して、
国と県がそれぞれ助成を行うことで資金の円滑な融通を図る。
（国負担4/5、県負担1/5）

コロナ禍で返済が困難となった既往債務を整理し、経営再建を支援

国と県がそれぞれ利子・保証料に対して助成を行うことにより、
10年間の末端金利・保証料を０％にする。

運転資金に対し利子補給することで、経営再建計画を後押し等

系統金融機関の信漁連・農林中央金庫及び県・市町が協調して
利子助成することにより、10年間の末端金利を０％にする。

● 利子補給

(負債整理資金)

（系統金融機関による、個々の経営状況に合わせた、きめ細やかな再建計画の策定支援）

利子･保証料相当額を
一括交付

コロナを契機とした漁業経営（特に養殖業）の構造改革と
地域一体となった水産業の成長産業化

経営が悪化し
既往債務の返済が困難に

地域養殖連携推進事業
（７月補正）

・漁業経営緊急対策資金利子補給事業（4月補正）
・頑張ろう、みやざき！養殖経営緊急支援事業
（4･7月補正）
・養殖漁場環境保全対策支援事業（7月補正）

地域の雇用・経済に
甚大な影響！

現状と課題

経営再建

将来像
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 日向灘の漁場フル活用緊急促進事業 課名 水産政策課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症拡大による水産物の需要の低迷、魚価の下落等の影響

下においても、市況に応じて、漁獲対象魚種を選択できる沿岸漁業の複合経営化を

推進するため、未利用海域における新たな漁場を開拓する。

２ 事業の概要

１４，２００千円（１）予 算 額

一般財源 １４，２００千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県（４）事業主体

（５）事業内容

① 沿岸海域における新たな漁場の探索 １２，９００千円

未利用海域における環境DNA分析による資源分布状況やサイドスキャンソナ

ー等を用いた漁場に適した海底地形等を調査

② 試験操業による漁場の有効性の実証・利用促進 １，３００千円

探索漁場における試験操業を実施し、漁場の経営的価値を確認・普及

３ 事業効果

コロナ禍の影響を受けている沿岸漁船漁業経営体の維持が図られる。
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現 状 と 課 題

資源・漁場保全緊急支援事業

漁業者が休漁中に取り組む漁場保
全活動等を支援。

例 漁場清掃 海底耕うん など

・水産物需要低下
・魚価の低迷

○今後起こりうる第二波・第三波に備え、魚種・漁場の選択性をもつ複合経営化を推進

日向灘の漁場フル活用緊急促進事業

・探索漁場の経営的価値の実証・普及

利用漁場 未利用漁場

余儀なく
休漁

②ｻｲﾄﾞｽｷｬﾝｿﾅｰ①環境ＤＮＡ分析

・緊急に新しい沿岸漁場を探索、成果をマッピング

コロナ禍

③試験操業

開拓漁場
曳縄 はえ縄

刺網

今後起こりうる、第二波・第三波による
影響にも備える必要

情報提供

国 対 応 策
（現在の局面打破）

県 対 応 策
（今後の備え：市況に左右されにくい複合経営化の促進）

新魚種・
新漁法導入

経営の複合化
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 養殖漁場環境保全対策支援事業 課名 水産政策課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による出荷の停滞等、苦境に立たされてい

る養殖業者に対して、漁場環境保全・防疫対策に関する活動経費を補助すること

で、緊急的な支援を行う。

２ 事業の概要

２６，８００千円（１）予 算 額

一般財源 ２６，８００千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県、漁協、漁業者グループ（４）事業主体

（５）事業内容

① 漁場環境保全活動等実施支援（県１／２） ２４，８００千円

養殖業者グループによる水質・底質環境保全活動や、防疫対策活動に係る経

費を補助

② 漁場保全活動等推進支援（県１/２） １，０００千円

漁協による養殖業者グループの活動総括に係る経費を補助

③ 漁場環境保全等技術指導 １，０００千円

水産試験場による、漁場環境保全等の活動を効果的に実施するための技術的指

導

３ 事業効果

養殖漁場の生産性確保および養殖経営体の維持が図られる。
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ｃｖｃｖ

養殖漁場環境保全対策支援事業

養殖漁場への負荷
・疾病リスク増大

漁場機能低下の危機

滞留魚に対して上乗せして※行う漁場環境保全
活動等の公益的な活動に対する経費を補助

例) 防疫活動、生け簀の網替え等（補助上限:80万円）
※例) 20万円/回×2回/月×4月×1/2＝80万円

県

漁場保全経営支援

補助（県1/2）

現
状
・
課
題

対
策
・
支
援

出荷停滞
通常より多い飼育尾数

減収･経費係増し

県 漁協 養殖業者グループ

水試

魚病診断
水質調査等による指導
漁場環境の点検

補助金による
活動支援

・活動計画
・活動実施確認、総括

・活動実施、報告
例）ハダムシ駆除、
網替え等

新型コロナウイルスの感染拡大による養殖業への影響

事業体系

養殖漁場環境保全対策支援事業
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 地域養殖連携推進事業 課名 漁村振興課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

ポストコロナを見据え、養殖業への金融支援とあいまって、養殖業者、漁協、流

通加工業者、行政等が一体となり、成長産業へ発展するための地域計画を策定する

ことで、地域養殖業の合理化及び基盤強化を推進する。

２ 事業の概要

２，５００千円（１）予 算 額

一般財源：２，５００千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

延岡市（４）事業主体

（５）事業内容

○ 地域養殖発展計画策定支援事業（県１／２） ２，５００千円

地域養殖業の発展計画の策定に必要な経費を支援

３ 事業効果

養殖経営の合理化及び基盤強化が推進され、地域養殖業の成長産業化への発展が

図られる。
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○長期運転資金の創設
○関係機関が一体となった経営管理指導体制を構築

○養殖魚の出荷減少により滞留魚が増大
○飼育期間の延長に伴う掛かり増し経費の発生

養殖経営が逼迫！

漁業経営持続化緊急支援事業（水産政策課：7月補正）

地域養殖連携推進事業

●地域養殖発展計画の策定
養殖業者、漁協、流通加工業者、行政等が一体となり、地域養殖業の発
展計画を策定。地域養殖業の経営合理化及び基盤強化を推進する。

地域ぐるみでの成長産業化を実現！！

地域養殖連携推進事業

新型コロナウイルスの養殖経営への影響

将来像

冷凍･冷蔵
製氷施設

高度衛生管理型荷さばき施設

養殖向け餌の供給元と
して重要な役割

まき網漁業

共同利用施設
〔自動給餌システム〕

契約養殖による原料の安定確保と低
減した製造原価で有利販売の実現

水産物加工場(民間)

点在していた小規模養殖場の
集約・協業化で生産性を向上

小規模養殖経営体

養殖魚の生産から加工に
至る取組のツアー見学の
実施による都市部からの
観光客の呼び込み

観光産業とのコラボ

ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
に
向
け
て
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 酪農への影響緩和応援事業 課名 畜産振興課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の影響を緩和するために、酪農家の生産性向上や生産

基盤の強化等に資する取組を支援する。また、全日本ホルスタイン共進会が中止に

なったことにより、実施できなかった牛乳消費ＰＲイベントを行うことで県産牛乳

の消費拡大につなげるとともに、出品対策として導入した優秀な供卵牛から採取し

た受精卵を県内酪農家に供給することで乳用牛群の改良を図る。

２ 事業の概要

６４，３００千円（１）予 算 額

一般財源：６４，３００千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

JA宮崎経済連、(一社)宮崎県酪農公社（４）事業主体

（５）事業内容

① 生乳生産性向上対策支援事業（定額） ６０，０００千円

酪農家自らが取り組む生産性向上に対する支援

② 県産牛乳消費ＰＲ事業（１/２以内） ４，０００千円

県産牛乳消費ＰＲのためのイベント開催にかかる経費の支援

③ 優良乳用牛資源活用推進事業（定額） ３００千円

優秀な供卵牛から受精卵を採取するための経費の支援

３ 事業効果

酪農家の生産性向上に向けた取組により県内の生乳生産量の増加が図られるとと

もに、消費ＰＲにより県産牛乳の消費拡大につながる。また、優良受精卵が県内酪

農家へ供給されることで、乳用牛群の改良が増進される。
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酪農への影響緩和応援事業

① 酪農家の生産性向上に向けた意識改革および経営の安定
② 牛乳・乳製品の消費の増加
③ 県内乳用牛群の改良増進

事業効果

① 県内酪農家の乳量回復のための体質強化および士気向上
② 全日本ホルスタイン共進会のイベントに代わる新しい生活様式を取り
入れた牛乳消費ＰＲの取組が必要

③ 共進会対策として導入した優良乳用牛資源の活用

新型コロナ感染症の影響

課 題

対 策

② 県産牛乳の酪農家による消費拡大活動を推進

新しい生活様式を取り入れた県産牛乳の消費拡大イベントを実施
（全日本ホルスタイン共進会のイベントに代わる消費ＰＲを実施）

① 酪農家の生乳生産性向上のための取組を推進
酪農家自ら生産性向上の取組を実施し、生乳生産量を増加させた場合、経産牛１頭当たり
６千円を交付

③ 優秀な乳用受精卵の県内供給を推進

全日本ホルスタイン共進会対策として導入した優良な供卵牛から採卵し、各地域へ供給する際
の経費を支援

酪農家の士気の低下
消費PRの場の消失

取組メニュー

○暑熱対策（畜舎環境） ○経産牛の増頭 ○高品質粗飼料の給与

○飼料分析・設計の実施 ・・・ ※２つ以上を実施することを要件

○ 乳価が下がり、農家では廃乳を
避けるため乳量の調整

○飼料添加剤の給与

③ 乳牛の資質向上

① 酪農の安定的発展

② 酪農の理解醸成

共
進
会
の
目
的

目的達成
できない

○ １０月に本県で開催予定であった
全日本ホルスタイン共進会が中止

○ 共進会への出品を目指し努力し
てこられた酪農家の出品断念
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 県産牛肉増産支援事業 課名 畜産振興課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の拡大により肉用牛肥育経営は厳しい状況にあり、生

産基盤の弱体化が懸念される一方で、本県が全国２位の生産量を誇る和牛は、国内

外でも評価が高く、アフターコロナの国内需要の回復や海外輸出の本格再開等によ

り引き合いが強くなると考えられる。

アフターコロナに向け、県産牛肉を将来にわたり安定的に供給できるよう県産牛

肉の生産基盤の維持・強化を図る。

２ 事業の概要

８０１，６６０千円（１）予 算 額

一般財源：８０１，６６０千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

（公社）宮崎県畜産協会（４）事業主体

（５）事業内容

○ 生産基盤の維持・強化に資する奨励金の交付（定額） ８０１，６６０千円

牛マルキン交付金単価 ２０万円／頭以上 ・・・・２０千円／頭

〃 １５万円／頭以上・・・・ １５千円／頭

〃 １０万円／頭以上・・・・・１０千円／頭

３ 事業効果

肉用牛産地としての生産基盤の維持・強化が図られ、牛肉の需要回復、輸出再

開時に速やかに、かつ、安定的に供給できることで、全国に先駆けいち早くマー

ケットを獲得するとともに、将来にわたり安心して経営に取り組める危機事象に

強い産地が形成される。
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牛マルキンが継続して発動し、肥育経営が不安定な中、アフターコロ
ナの牛肉の需要回復を見据え、将来にわたり、本県が誇る「宮崎牛」を
はじめとする県産牛肉を安定的に供給するための生産基盤の維持・強化
が必要

県産牛肉増産支援事業

課題

外食需要が減少し、和牛肉を中心に牛肉価格が下落している。
直接的な影響を受ける肥育経営は厳しい状況にあり、子牛の購買
力が低下する等生産基盤の弱体化が懸念される。
更に牛マルキンにおいては・・・

生産基盤の維持・強化に向けたもと畜の導入を促進するため、肉用
牛肥育経営安定交付金制度（牛マルキン）に加入する生産者に対し、
出荷頭数に応じて奨励金を交付

対策

【新型コロナウイルス感染症の拡大による影響】

【アフターコロナの展望】
新たな生活様式の中での需要の回復、中国を含む海外輸出の本格再開等

肉用牛の生産基盤の維持・強化
牛肉の需要回復、輸出再開時に速やかに、かつ、安定的に供給すること

により全国に先駆けいち早くマーケットを獲得
将来にわたり安心して経営に取り組める危機事象に強い産地形成

【補助率】 定額20,000円／頭以内
○牛マルキン交付金単価 20万円／頭以上・・・ 20,000円／頭
○ 〃 15万円／頭以上・・・ 15,000円／頭
○ 〃 10万円／頭以上・・・ 10,000円／頭

【対象期間】令和２年７月～令和３年３月
【対象頭数】約４１，０００頭 肉専用種：約３６，０００頭

交 雑 種：約 ５，０００頭

事業効果

生産者負担金単価の大幅値上げ
R元年度 7,000円 ⇒ R2 68,000円 ９月で納付猶予終了

７月以降、交付額が３／４（国費のみに減額）※補塡率９割⇒７割弱
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令 和 ２ 年 度 ７ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（福祉保健部・農政水産部）

感染症防疫資材 新規・改善・既定 福祉保健課

事業名 共同管理システム構築事業 課名

国庫・県単 家畜防疫対策課

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルスの感染拡大等に備えて、感染症対策と家畜防疫対策で共用す

る感染防護具等の資材を一元管理する「感染症防疫資材共同管理システム」を福祉

保健部と農政水産部で連携して構築し、効率的な資材備蓄・管理体制を標準装備化

する。

２ 事業の概要

１９７，７１５千円（１）予 算 額

一般財源：１９７，７１５千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

県（４）事業主体

（５）事業内容

○ 感染症防疫資材共同管理システム構築 １９７，７１５千円

資材倉庫の設置、一元管理システムの構築

３ 事業効果

感染防護具等の効率的な備蓄管理と迅速かつ安定的な供給が可能となる。
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感染症防疫資材共同管理システム構築事業

農政水産部
家畜防疫対策
としての資材

福祉保健部
感染症対策
としての資材

感染症防疫資材共同管理システム

７か所に分散管理
施設の老朽化

資材管理の労力の増大
資材搬出に支障

管理業務に費やす労力の増大

長期間・安定的に
保管可能な施設の不足

共通の課題

感染症対策として
大量の資材配備の
必要性の増大

備蓄スペースの不足

在庫情報の
共有システム

効率的な備蓄管理体制

各部・各課での在庫情報閲覧
→ 緊急時の供給体制整備

パレット・メッシュパレット
による保管
誰でも扱いやすい
ハンドフォークリフト
→ 保管管理・搬出が容易

新型コロナウイルス感染症拡大等に備えて、
感染症対策と家畜防疫対策で共用する感染防護具等の資材を一元管理し、

効率的な管理・供給が可能となる「感染症防疫資材共同管理システム」を緊急的に整備する。

迅速かつ安定的な供給体制

マスク、ゴーグル、防護服、ガウン、フェイスシールド等の感染防護具

共用できる資材の
一元管理

マスク：11万枚
防護服：4万枚

ゴーグル3万6千個 等

資材倉庫の設置
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家畜人工授精師への行政処分について

家畜防疫対策課

１ 概要

県外で本県の精液が使用された和牛の子牛があるとの情報が県に提供されたことから

調査を進めたところ、平成２８年から３０年にかけて、県内の家畜人工授精師４人が家

畜改良増殖法に違反していることが分かったため、今年度の５月から６月にかけて業務

停止の行政処分を行った。

２ 処分内容等

概 要 処分内容

授精師Ａ Ｂの農場へ人工授精をしていたところ、Ｂか 業務停止６か月

（ ）ら自分で人工授精するといわれ、本来の精液証 処分日：５／１３

明書を添付せずに凍結精液約１２０本をＢに譲

渡した。

授精師Ｂ Ａから譲渡を受けた凍結精液の一部について 業務停止１年

（ ）人工授精をしたと虚偽の報告をＡに行い、これ 処分日：５／１３

により浮かせた凍結精液約４０本を、本来の精

液証明書を添付せずＣとＤに譲渡した。

授精師Ｃ Ｂから譲渡された凍結精液約４０本を、本来 業務停止１年

（ ）の精液証明書を添付せずに、県外の授精師等に 処分日：５／１３

譲渡した。

なお、譲渡の際には、以前勤めていた農場に

あった使用済み精液証明書を添付した。

授精師Ｄ Ｂから譲渡された凍結精液２本を、本来の精 業務停止３か月

（ ）液証明書を添付せずに、県外の授精師に譲渡し 処分日：６／２５

た。

なお、譲渡の際には、Ｂの農場にあった使用

済み精液証明書を添付した。

３ 再発防止策について

( ) 定期的に実施している家畜保健衛生所による家畜人工授精所への立入検査に関し、1
、 。今回の事例を踏まえ 在庫調査の頻度や検査項目等を見直しチェック体制を強化する

( ) 家畜遺伝資源の保護を目的とした家畜遺伝資源に係る不正競争防止に関する法律等2
について、家畜人工授精師に対ししっかりと周知を行うとともに、関係団体と連携し

た研修会等により、県民の財産である県有種雄牛の凍結精液が不正に使われることが
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ないよう法令遵守を徹底する。

【参考】県有種雄牛凍結精液利用報告システムの概要

宮崎県家畜改良事業団

家畜改良協会（県内７カ所）

家畜人工授精所

繁殖農家 家畜保健衛生所

1

2

4

5

3

6

7

凍結精液・

精液証明書

譲渡

譲渡結果

送信

人工授精／

授精証明書発行
立入検査

授精データ

送信

授精データ

共有

凍結精液管理

情報

和牛情報
授精管理

情報

・譲渡結果入力

・協会・授精師

在庫管理

・授精情報入力

・授精師在庫管理

譲渡契約

凍結精液・

精液証明書

譲渡

譲渡契約
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